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県内の高校における必修科目の未履修問題についての申し入れ
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執行委員長　高村裕

　県内のおよそ３分の１の高校で、世界史や情報など必履修科目が未履修であることが判明し、高校３年生や保護者が困惑しています。

　今回の問題については、生徒たちに現実的にどのように対応するかということと、このような事態が生じた背景およびこの問題が投げかけていることとを分けて考えるべきです。

その上で、本日、生徒たちへの対応などについて下記の通り申し入れますのでよろしくご検討ください。

記

1． 生徒や保護者の不安を解消するために、一刻も早く対策を明らかにすること。

未履修問題について生徒たちに責任がないことは明らかであり、県教育委員会は、かれらが卒業できないということがないようにしなければならないのはもちろん、この時期からの補習などについても極力生徒たちの過重な負担とならないよう対応すべきです。

例えば該当するほとんどの生徒はすでに卒業に必要な74単位を取得見込みであり、また未履修科目が「必履修」と位置づけられていることから、今回、単位修得まで求めるのではなく、履修条件を緩やかに設定し、それを満たすことによって卒業を認めるという緊急避難的な方法も考えられます。

このようなことも含め対応方法について、文部科学省とともに早急に検討し明らかにし、生徒と保護者のみなさんの不安を解消するように求めます。

２．県民のみなさんに学校や教育委員会に対する不信感を醸成しないよう、速やかな対応をすること。
　　必履修科目の授業をせず、必履修科目を未履修にしていることを生徒たちに十分説明してこなかったこと、その状態を黙認してきたことについて高校や県教育委員会に反省すべき点があるのは確かですが、この事態が悪意から発したものではないことへの理解を求めるよう努力してください。

３．この問題を機に、学習指導要領の法的拘束力を強調することや、教育行政による学校現場の監督強化という事態を招かないように努力すること。
　　今回の問題の背景には学校現場への競争原理を導入する「教育改革」があります。私たちは、教育改革の方向性を改めることこそ、問題解決につながると考えます。今回の問題を契機として、学習指導要領の問題や大学受験のあり方、高校で培うべき学力などについて国民的な議論を深めるとともに、教育課程の編成権は学校現場にあるという教育課程の自主編成の原則を大切にして、各校の実情を踏まえ生徒、保護者、教職員、地域の人々とともに望ましい教育課程をつくりあげていくことが必要です。

以上
